
赤木  幸仁 

県
内
経
済
活
性
化
へ

　
吹
く
風
も
爽
や
か
な
秋
晴
れ
の
日
が
続
い
て
お
り
ま

す
が
、
皆
様
に
お
か
れ
ま
し
て
は
お
健
や
か
に
お
過
ご

し
の
こ
と
と
存
じ
ま
す
。

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
振
り
回
さ
れ
た
２
年
半
。

少
し
ず
つ
社
会
経
済
活
動
を
促
進
し
て
い
く
流
れ
が
で

て
き
て
お
り
ま
す
。
９
月
か
ら
長
崎
県
内
は
各
種
イ
ベ

ン
ト
が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
特
に
西
九
州
新
幹
線
開
業

に
あ
た
っ
て
各
駅
周
辺
や
水
辺
の
森
公
園
、
県
庁
跡
地
、

浜
の
町
等
あ
ら
ゆ
る
と
こ
ろ
で
企
画
が
催
さ
れ
、
ブ
ル
ー

イ
ン
パ
ル
ス
展
示
飛
行
後
は
長
崎
市
内
の
交
通
網
が
麻

痺
す
る
事
態
と
な
り
ま
し
た
。
課
題
は
あ
っ
た
も
の
の
、

多
く
の
皆
様
が
空
を
見
上
げ
た
り
、
足
を
運
ん
だ
り
と
、

コ
ロ
ナ
禍
の
閉
そ
く
感
を
払
拭
す
る
き
っ
か
け
と
な
っ

た
と
思
い
ま
す
。

　
そ
の
後
の
出
島
メ
ッ
セ
長
崎
で
行
わ
れ
た
「
な
が
さ

き
大
く
ん
ち
展
」
も
6
万
人
を
超
え
る
来
場
者
が
あ
り

ま
し
た
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
や
様
々
な
問

題
に
よ
り
開
催
で
き
な
か
っ
た
本
来
の
長
崎
く
ん
ち
で

す
が
、
こ
の
大
く
ん
ち
展
は
そ
の
状
況
下
で
も
何
か
で

き
る
こ
と
は
な
い
か
と
意
志
が
結
集
し
て
開
催
で
き
た

も
の
と
思
い
ま
す
。
多
く
の
県
民
の
皆
様
の
当
た
り
前

に
あ
っ
た
機
会
を
取
り
戻
し
た
い
思
い
や
、
伝
統
を
大

事
に
し
な
が
ら
新
し
い
も
の
を
取
り
入
れ
て
昇
華
さ
せ

る
長
崎
が
も
と
も
と
持
っ
て
い
た
気
概
を
感
じ
ま
し
た
。

　
失
っ
た
も
の
は
戻
ら
な
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
が
、
貯

め
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
強
く
、
確
か
に
長
崎
の
発
展
に
繋

げ
る
べ
く
、
こ
れ
か
ら
も
各
方
面
と
協
力
し
て
力
を
尽

く
し
て
参
り
ま
す
。
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県内企業における男性の育児休業の取得について

コロナ禍、価格高騰対策について議論！ 学校給食の無償化は進まず

災害から県民を守る取り組み
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光
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総
務

委
員
会

【質問】本年10月１日に創設される『産後パパ育休』は、子の出生
後８週間以内に４週間まで分割して２回取得できる制度
とのことであるが、県は男性の育児休業取得を促進するこ
とで何を目指しているのか。

【男女参画・女性活躍推進室長】
男性が育児休業を取得することで、配偶者である女性の
仕事と育児の両立が可能となり、女性のキャリア形成の
後押しになると考えており、男性の家事・育児への参画と、
女性の社会における活躍の双方を推進することで、男女
が性別にかかわりなく個性と能力を発揮できる男女共同
参画社会の実現を目指している。

【質問】当然男性の育児休業には企業の理解も重要であり、環境
整備や収入の面で、どのような支援を行っているのか。

【男女参画・女性活躍推進室長】
長崎労働局と連携し、企業向けに『男性の育休取得セミ
ナー』を開催するなど、職場の理解を促進するとともに、
経済的支援では、雇用保険から育児休業給付金が支給さ
れ、また、育児休業期間中は社会保険料が免除されるた
め、手取り賃金は休業前の80％程度が支給される。

中村　泰輔

農
水

経
済

委
員
会

＜産業労働部＞
　コロナ禍にも関わらず倒産件数が激増していないのは、国
や地方からの融資が手厚いからと言われています。今回、借
換需要の増加等に対応するため融資枠拡大に必要な無利子
預託を増加します。来年も６月から返済が始まることから、
私といたしましても、アンテナを張って県内経済の動向を注
視するよう求めました。
＜水産部＞
　燃料費や電気代の高騰のため、漁業者も大きな影響を受け
ております。緊急対策として、発泡スチロール箱と氷代につ
いて、販売量に応じて費用負担を行います。
＜農林部＞
　肥料価格高騰の中、肥料コスト低減のため堆肥ペレット製
造に必要な機械の導入を支援します。今回は補助対象が西海
市地域となるため、今後県下が一様に受益を得られるように、
県が主導して堆肥ペレットを配分するよう求めました。

坂本　浩

文
教

厚
生

委
員
会

　文教厚生委員会では、議案（補正予算、条例改正）や所管事
項について、県の考えや取り組みを質しました。２点を報告し
ます。
【定年延長にともなう条例改正】
定年退職年令を2023年度から2032年度にかけて、2年に1
才ずつ引き上げ65才定年制とするものです。新たに導入する
「定年前再任用短時間勤務制」や賃金7割措置（60才時点）な
どの課題を質すとともに、65才まで安心して働き続けられる
環境づくりを求めました。

【学校給食の公会計化・無償化】
まだ7市が公会計化できていない。システム構築が課題。無償
化は5市町で全額または一部補助を実施。学校給食法と予算
措置（46億円必要）を理由に消極的でした。無償化は全国的
に進んでおり教育の一環として進めるべき。無償化すれば公
会計化のためのシステム構築は必要ない、と求めました。

【質問】『みんなで取り組む災害に強い長崎県づくり条例』の趣
旨に基づき、弁護士会等８つの団体で構成される長崎
専門職団体連絡協議会より、有事における被災者から
の多岐にわたる相談に、総合的に対応できるように協
定の締結が提案されているが、その内容はどのような
ものか。

【答弁】被災した地域の住民から、不動産登記や相続等、多様
な相談が想定されるので、被災した市町、もしくは県か
ら協議会に対し、相談に対応できる専門家の派遣を要
請し、協議会が各団体に連絡を行い、対応いただくこと
を想定している。

【質問】費用負担は
【答弁】無償でおこなっていただく。
【質問】協定の効力はいつからか
【答弁】10月中旬に協定締結予定しており、以後効力が発生する。

引き続き、県民のいのちを守る様々な取り組みをおこ
なって参ります。
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饗庭  敦子

堤　典子

（
饗
庭
）私
の
地
元
長
与
町
で
は
、部
活
動
の
地
域
移
行
の
モ
デ

ル
事
業
に
取
り
組
ん
で
い
て
、令
和
５
年
度
に
は
休
日
の
運
動

部
を
全
て
地
域
移
行
す
る
と
聞
い
て
い
る
。長
与
町
以
外
の
20

市
町
で
は
ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
の
か
。

（
教
育
長
）受
け
入
れ
団
体
の
整
備
や
指
導
者
の
確
保
な
ど
課
題

は
あ
る
が
、各
市
町
に
は
、今
年
度
中
に
地
域
の
実
情
に
応
じ
た

活
動
体
制
や
具
体
的
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
検
討
し
て
い
た
だ
く
。

教
員
の
休
職
者
状
況
と
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策

（
饗
庭
）教
員
の
勤
務
状
況
が
苛
酷
な
中
で
、心
の
病
が
原
因
で

休
職
さ
れ
た
方
が
、４
年
間
連
続
５
，０
０
０
人
を
超
え
て
い

る
と
い
う
調
査
結
果
に
な
っ
て
い
る
が
、県
の
教
員
の
休
職
者

状
況
と
、心
の
病
に
対
す
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
つ
い
て

伺
う
。

（
教
育
長
）精
神
疾
患
に
よ
る
昨
年
度
の
休
職
者
数
は
、約
１
万

２
，０
０
０
人
に
対
し
73
人
。管
理
職
等
を
対
象
と
し
た
研
修

会
の
実
施
、電
話
相
談
、指
定
医
療
機
関
に
お
け
る
メ
ン
タ
ル

ヘ
ル
ス
相
談
を
実
施
。

医
療
の
専
門
家
と
し
て
の
知
事
の
見
解
を
！

（
饗
庭
）新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
と
闘
う
医
療
の
専
門

家
と
し
て
、大
石
知
事
の
第
７
波
に
対
す
る
感
染
症
対
策
は
十

分
で
あ
っ
た
か
、ま
た
対
策
を
ど
う
評
価
し
た
か
伺
う
。

（
知
事
）限
り
あ
る
医
療
資
源
を
よ
り
必
要
な
方
へ
届
け
る
こ

と
が
非
常
に
重
要
。対
策
に
つ
い
て
も
し
っ
か
り
振
り
返
り
な

が
ら
、今
後
の
取
組
に
生
か
し
て
い
き
た
い
。

（
饗
庭
）コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
県
内
事
業
所
の
倒
産
状
況
と
、未

然
に
倒
産
を
防
ぐ
対
策
を
伺
う
。

（
産
業
労
働
部
長
）倒
産
件
数
は
、今
年
８
月
末
時
点
で
34
件
、

負
債
総
額
66
億
４
，０
０
０
万
円
で
あ
り
、主
な
内
訳
は
、宿
泊

業
や
飲
食
業
を
含
め
た
サ
ー
ビ
ス
業
が
10
件
、小
売
業
が
９
件

と
な
っ
て
い
る
。事
業
者
の
資
金
繰
り
を
支
援
す
る
た
め
の
融

資
枠
を
拡
大
す
る
。

「
部
活
動
の
地
域
移
行
」

生
徒
の
多
様
な
ニ
ー
ズ

に
応
え
ら
れ
る
よ
う
に
！

（
堤
）
県
立
世
知
原
少
年
自
然
の
家
は
存
続
を
望
む
声
が
多
く

あ
り
、
地
元
と
の
つ
な
が
り
が
強
く
、
地
域
の
活
性
化
に
大

き
く
貢
献
し
て
き
た
。
存
続
さ
せ
る
べ
き
だ
と
考
え
る
が
、

県
の
見
解
は
。

（
教
育
長
）
世
知
原
少
年
自
然
の
家
は
令
和
2
年
度
末
の
廃
止

と
し
て
い
た
が
、
現
在
そ
の
廃
止
時
期
を
延
期
し
て
い
る
。

地
域
と
の
つ
な
が
り
が
深
く
特
色
あ
る
自
然
体
験
が
で
き
る

場
所
で
あ
る
こ
と
も
十
分
認
識
し
て
い
る
。
現
在
、
関
係
市

町
や
地
元
の
様
々
な
意
見
も
参
考
に
し
な
が
ら
、
施
設
の
あ

り
方
に
つ
い
て
、
協
議
や
検
討
を
重
ね
て
い
る
。

（
堤
）
ぜ
ひ
、
県
北
地
域
の
皆
さ
ん
が
納
得
の
い
く
結
論
を
出

し
て
い
た
だ
き
た
い
。

（
堤
）
学
校
給
食
費
の
公
会
計
化
に
つ
い
て
、
県
内
の
状
況
や

課
題
は
ど
う
か
。

（
教
育
長
）
県
内
21
市
町
の
う
ち
公
会
計
化
し
て
い
る
の
は
６

市
町
で
、
８
市
町
は
外
部
に
徴
収
義
務
を
委
託
し
て
い
る
。

７
市
町
は
公
会
計
化
に
向
け
た
準
備
、
検
討
を
進
め
て
い
る
。

導
入
の
課
題
は
、
シ
ス
テ
ム
開
発
等
の
経
費
や
徴
収
管
理
事

務
に
係
る
人
員
の
確
保
だ
。

（
堤
）
公
会
計
化
さ
れ
た
自
治
体
で
は
、
教
職
員
の
負
担
が
格

段
に
減
っ
て
い
る
そ
う
だ
。
一
方
、
公
会
計
化
さ
れ
て
い
な

い
市
で
、
毎
月
、
学
校
で
集
め
た
給
食
費
を
通
帳
に
入
金
す

る
際
、
硬
貨
取
扱
手
数
料
が
発
生
す
る
た
め
、
職
員
室
で
紙

幣
に
両
替
し
て
い
る
実
態
が
あ
る
と
聞
い
て
い
る
。
各
市
町

が
公
会
計
化
の
必
要
性
を
認
識
す
べ
き
だ
と
思
う
が
、
県
と

し
て
の
考
え
は
ど
う
か
。

（
教
育
長
）
国
は
学
校
の
業
務
量
、
負
担
軽
減
、
保
護
者
の
利

便
性
、
会
計
の
透
明
性
向
上
等
の
観
点
か
ら
、
公
会
計
化
を

推
進
し
て
い
る
。
県
教
委
と
し
て
も
、
そ
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、

公
会
計
化
を
計
画
し
て
い
な
い
市
町
に
対
し
、
国
が
示
し
た

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
参
考
に
、
導
入
を
図
る
よ
う
働
き
か
け
て

い
く
。

教
育
現
場
の

課
題
に
つ
い
て
、

教
育
長
に
問
う

子育て応援住宅支援事業で質疑
全市町での制度化と改善を要望
【坂本】子育て世代に県が市町と連携して補助する「子育て応援住宅支
援事業」の実績と評価は。
【土木部長】予算３千万円に対し交付件数75件、交付額1,379万３千円、
20市町で実施した。利用者からは、「子育てしやすい環境が整った」「新
たな出産を希望しており本事業をきっかけに住宅をリフォームした」と
の声が多く聞かれた。
【坂本】150件分の予算に対し執行率50％。事業期間３年間の総額でも50％に届いていない。県民
や事業者のニーズに十分に応えきれているか。
【土木部長】３世代や多子に加え、本年度からは通勤・通園時間の短縮によって子育て環境が改善す
る世帯も対象に加えた。さらなる事業活用を市町に働きかけて実施率の向上を図る。
【坂本】住宅リフォーム支援は2013年度からはじまった。子育て応援となって制度変更や市町の制
度に差もあって実施率が低い。全市町で制度化できるかが課題。地場建設業の仕事確保等つながっ
ているとの認識は。
【土木部長】住宅リフォーム支援制度の工事が地域工務店の受注機会の拡充につながるよう、施工
者を県内限定としており、人材確保や後継者の育成にも寄与していると考えている。

予算決算総括質疑

坂本　浩

令和3年度の電力調達状況を確認！

　高騰している電力料金に関連し、本県の調達契約についての疑問点を
質しました。本県では、知事部局、教育庁、県警において、大きくは11件の
電力契約を締結しています。これらは、当然、1年間の長期契約ですが、
この内、4件の契約について、事業者からの申し出により、途中解除して
いる事が判明しました。
私からは、
1．事業者からの途中解除申出の理由
2．九州各県での同様事例の有無
3．県の負担額増加の算定
4．事業者に対する措置
5．今後の対応方針

などを確認しました。
　解除理由は、電力需給の逼迫と価格高騰ですが、それはどの電力事業者も同様であり、理由には
ならないと思います。実際、九州各県の契約では、新電力を含め、途中解除はなく、電力供給責任を
果たしていました。また、この契約解除により、本県の負担額は1900万円も増加しているのです。そ
れにもかかわらず、本県の事業者への対応は、契約不履行として違約金約240万円、指名停止2週間
というものです。大牟田市など他の自治体での事例では、途中解除した事業者に対して、損害賠償
請求を実施しているケースもあり、本県の対応が適切だったのか、疑問が残りました。なお、最後に
は、今回の事例を教訓に、契約のあり方を再検討するよう要望し質問を終えました。

深堀　浩
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饗庭  敦子

堤　典子

（
饗
庭
）私
の
地
元
長
与
町
で
は
、部
活
動
の
地
域
移
行
の
モ
デ

ル
事
業
に
取
り
組
ん
で
い
て
、令
和
５
年
度
に
は
休
日
の
運
動

部
を
全
て
地
域
移
行
す
る
と
聞
い
て
い
る
。長
与
町
以
外
の
20

市
町
で
は
ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
の
か
。

（
教
育
長
）受
け
入
れ
団
体
の
整
備
や
指
導
者
の
確
保
な
ど
課
題

は
あ
る
が
、各
市
町
に
は
、今
年
度
中
に
地
域
の
実
情
に
応
じ
た

活
動
体
制
や
具
体
的
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
検
討
し
て
い
た
だ
く
。

教
員
の
休
職
者
状
況
と
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策

（
饗
庭
）教
員
の
勤
務
状
況
が
苛
酷
な
中
で
、心
の
病
が
原
因
で

休
職
さ
れ
た
方
が
、４
年
間
連
続
５
，０
０
０
人
を
超
え
て
い

る
と
い
う
調
査
結
果
に
な
っ
て
い
る
が
、県
の
教
員
の
休
職
者

状
況
と
、心
の
病
に
対
す
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
つ
い
て

伺
う
。

（
教
育
長
）精
神
疾
患
に
よ
る
昨
年
度
の
休
職
者
数
は
、約
１
万

２
，０
０
０
人
に
対
し
73
人
。管
理
職
等
を
対
象
と
し
た
研
修

会
の
実
施
、電
話
相
談
、指
定
医
療
機
関
に
お
け
る
メ
ン
タ
ル

ヘ
ル
ス
相
談
を
実
施
。

医
療
の
専
門
家
と
し
て
の
知
事
の
見
解
を
！

（
饗
庭
）新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
と
闘
う
医
療
の
専
門

家
と
し
て
、大
石
知
事
の
第
７
波
に
対
す
る
感
染
症
対
策
は
十

分
で
あ
っ
た
か
、ま
た
対
策
を
ど
う
評
価
し
た
か
伺
う
。

（
知
事
）限
り
あ
る
医
療
資
源
を
よ
り
必
要
な
方
へ
届
け
る
こ

と
が
非
常
に
重
要
。対
策
に
つ
い
て
も
し
っ
か
り
振
り
返
り
な

が
ら
、今
後
の
取
組
に
生
か
し
て
い
き
た
い
。

（
饗
庭
）コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
県
内
事
業
所
の
倒
産
状
況
と
、未

然
に
倒
産
を
防
ぐ
対
策
を
伺
う
。

（
産
業
労
働
部
長
）倒
産
件
数
は
、今
年
８
月
末
時
点
で
34
件
、

負
債
総
額
66
億
４
，０
０
０
万
円
で
あ
り
、主
な
内
訳
は
、宿
泊

業
や
飲
食
業
を
含
め
た
サ
ー
ビ
ス
業
が
10
件
、小
売
業
が
９
件

と
な
っ
て
い
る
。事
業
者
の
資
金
繰
り
を
支
援
す
る
た
め
の
融

資
枠
を
拡
大
す
る
。

「
部
活
動
の
地
域
移
行
」

生
徒
の
多
様
な
ニ
ー
ズ

に
応
え
ら
れ
る
よ
う
に
！

（
堤
）
県
立
世
知
原
少
年
自
然
の
家
は
存
続
を
望
む
声
が
多
く

あ
り
、
地
元
と
の
つ
な
が
り
が
強
く
、
地
域
の
活
性
化
に
大

き
く
貢
献
し
て
き
た
。
存
続
さ
せ
る
べ
き
だ
と
考
え
る
が
、

県
の
見
解
は
。

（
教
育
長
）
世
知
原
少
年
自
然
の
家
は
令
和
2
年
度
末
の
廃
止

と
し
て
い
た
が
、
現
在
そ
の
廃
止
時
期
を
延
期
し
て
い
る
。

地
域
と
の
つ
な
が
り
が
深
く
特
色
あ
る
自
然
体
験
が
で
き
る

場
所
で
あ
る
こ
と
も
十
分
認
識
し
て
い
る
。
現
在
、
関
係
市

町
や
地
元
の
様
々
な
意
見
も
参
考
に
し
な
が
ら
、
施
設
の
あ

り
方
に
つ
い
て
、
協
議
や
検
討
を
重
ね
て
い
る
。

（
堤
）
ぜ
ひ
、
県
北
地
域
の
皆
さ
ん
が
納
得
の
い
く
結
論
を
出

し
て
い
た
だ
き
た
い
。

（
堤
）
学
校
給
食
費
の
公
会
計
化
に
つ
い
て
、
県
内
の
状
況
や

課
題
は
ど
う
か
。

（
教
育
長
）
県
内
21
市
町
の
う
ち
公
会
計
化
し
て
い
る
の
は
６

市
町
で
、
８
市
町
は
外
部
に
徴
収
義
務
を
委
託
し
て
い
る
。

７
市
町
は
公
会
計
化
に
向
け
た
準
備
、
検
討
を
進
め
て
い
る
。

導
入
の
課
題
は
、
シ
ス
テ
ム
開
発
等
の
経
費
や
徴
収
管
理
事

務
に
係
る
人
員
の
確
保
だ
。

（
堤
）
公
会
計
化
さ
れ
た
自
治
体
で
は
、
教
職
員
の
負
担
が
格

段
に
減
っ
て
い
る
そ
う
だ
。
一
方
、
公
会
計
化
さ
れ
て
い
な

い
市
で
、
毎
月
、
学
校
で
集
め
た
給
食
費
を
通
帳
に
入
金
す

る
際
、
硬
貨
取
扱
手
数
料
が
発
生
す
る
た
め
、
職
員
室
で
紙

幣
に
両
替
し
て
い
る
実
態
が
あ
る
と
聞
い
て
い
る
。
各
市
町

が
公
会
計
化
の
必
要
性
を
認
識
す
べ
き
だ
と
思
う
が
、
県
と

し
て
の
考
え
は
ど
う
か
。

（
教
育
長
）
国
は
学
校
の
業
務
量
、
負
担
軽
減
、
保
護
者
の
利

便
性
、
会
計
の
透
明
性
向
上
等
の
観
点
か
ら
、
公
会
計
化
を

推
進
し
て
い
る
。
県
教
委
と
し
て
も
、
そ
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、

公
会
計
化
を
計
画
し
て
い
な
い
市
町
に
対
し
、
国
が
示
し
た

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
参
考
に
、
導
入
を
図
る
よ
う
働
き
か
け
て

い
く
。

教
育
現
場
の

課
題
に
つ
い
て
、

教
育
長
に
問
う

子育て応援住宅支援事業で質疑
全市町での制度化と改善を要望
【坂本】子育て世代に県が市町と連携して補助する「子育て応援住宅支
援事業」の実績と評価は。
【土木部長】予算３千万円に対し交付件数75件、交付額1,379万３千円、
20市町で実施した。利用者からは、「子育てしやすい環境が整った」「新
たな出産を希望しており本事業をきっかけに住宅をリフォームした」と
の声が多く聞かれた。
【坂本】150件分の予算に対し執行率50％。事業期間３年間の総額でも50％に届いていない。県民
や事業者のニーズに十分に応えきれているか。
【土木部長】３世代や多子に加え、本年度からは通勤・通園時間の短縮によって子育て環境が改善す
る世帯も対象に加えた。さらなる事業活用を市町に働きかけて実施率の向上を図る。
【坂本】住宅リフォーム支援は2013年度からはじまった。子育て応援となって制度変更や市町の制
度に差もあって実施率が低い。全市町で制度化できるかが課題。地場建設業の仕事確保等つながっ
ているとの認識は。
【土木部長】住宅リフォーム支援制度の工事が地域工務店の受注機会の拡充につながるよう、施工
者を県内限定としており、人材確保や後継者の育成にも寄与していると考えている。

予算決算総括質疑

坂本　浩

令和3年度の電力調達状況を確認！

　高騰している電力料金に関連し、本県の調達契約についての疑問点を
質しました。本県では、知事部局、教育庁、県警において、大きくは11件の
電力契約を締結しています。これらは、当然、1年間の長期契約ですが、
この内、4件の契約について、事業者からの申し出により、途中解除して
いる事が判明しました。
私からは、
1．事業者からの途中解除申出の理由
2．九州各県での同様事例の有無
3．県の負担額増加の算定
4．事業者に対する措置
5．今後の対応方針
などを確認しました。
　解除理由は、電力需給の逼迫と価格高騰ですが、それはどの電力事業者も同様であり、理由には
ならないと思います。実際、九州各県の契約では、新電力を含め、途中解除はなく、電力供給責任を
果たしていました。また、この契約解除により、本県の負担額は1900万円も増加しているのです。そ
れにもかかわらず、本県の事業者への対応は、契約不履行として違約金約240万円、指名停止2週間
というものです。大牟田市など他の自治体での事例では、途中解除した事業者に対して、損害賠償
請求を実施しているケースもあり、本県の対応が適切だったのか、疑問が残りました。なお、最後に
は、今回の事例を教訓に、契約のあり方を再検討するよう要望し質問を終えました。

深堀　浩



赤木  幸仁 

県
内
経
済
活
性
化
へ

　
吹
く
風
も
爽
や
か
な
秋
晴
れ
の
日
が
続
い
て
お
り
ま

す
が
、
皆
様
に
お
か
れ
ま
し
て
は
お
健
や
か
に
お
過
ご

し
の
こ
と
と
存
じ
ま
す
。

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
振
り
回
さ
れ
た
２
年
半
。

少
し
ず
つ
社
会
経
済
活
動
を
促
進
し
て
い
く
流
れ
が
で

て
き
て
お
り
ま
す
。
９
月
か
ら
長
崎
県
内
は
各
種
イ
ベ

ン
ト
が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
特
に
西
九
州
新
幹
線
開
業

に
あ
た
っ
て
各
駅
周
辺
や
水
辺
の
森
公
園
、
県
庁
跡
地
、

浜
の
町
等
あ
ら
ゆ
る
と
こ
ろ
で
企
画
が
催
さ
れ
、
ブ
ル
ー

イ
ン
パ
ル
ス
展
示
飛
行
後
は
長
崎
市
内
の
交
通
網
が
麻

痺
す
る
事
態
と
な
り
ま
し
た
。
課
題
は
あ
っ
た
も
の
の
、

多
く
の
皆
様
が
空
を
見
上
げ
た
り
、
足
を
運
ん
だ
り
と
、

コ
ロ
ナ
禍
の
閉
そ
く
感
を
払
拭
す
る
き
っ
か
け
と
な
っ

た
と
思
い
ま
す
。

　
そ
の
後
の
出
島
メ
ッ
セ
長
崎
で
行
わ
れ
た
「
な
が
さ

き
大
く
ん
ち
展
」
も
6
万
人
を
超
え
る
来
場
者
が
あ
り

ま
し
た
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
や
様
々
な
問

題
に
よ
り
開
催
で
き
な
か
っ
た
本
来
の
長
崎
く
ん
ち
で

す
が
、
こ
の
大
く
ん
ち
展
は
そ
の
状
況
下
で
も
何
か
で

き
る
こ
と
は
な
い
か
と
意
志
が
結
集
し
て
開
催
で
き
た

も
の
と
思
い
ま
す
。
多
く
の
県
民
の
皆
様
の
当
た
り
前

に
あ
っ
た
機
会
を
取
り
戻
し
た
い
思
い
や
、
伝
統
を
大

事
に
し
な
が
ら
新
し
い
も
の
を
取
り
入
れ
て
昇
華
さ
せ

る
長
崎
が
も
と
も
と
持
っ
て
い
た
気
概
を
感
じ
ま
し
た
。

　
失
っ
た
も
の
は
戻
ら
な
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
が
、
貯

め
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
強
く
、
確
か
に
長
崎
の
発
展
に
繋

げ
る
べ
く
、
こ
れ
か
ら
も
各
方
面
と
協
力
し
て
力
を
尽

く
し
て
参
り
ま
す
。
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県内企業における男性の育児休業の取得について

コロナ禍、価格高騰対策について議論！ 学校給食の無償化は進まず

災害から県民を守る取り組み
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山口　初實 山田  朋子

観
光

生
活
建
設

委
員
会

総
務

委
員
会

【質問】本年10月１日に創設される『産後パパ育休』は、子の出生
後８週間以内に４週間まで分割して２回取得できる制度
とのことであるが、県は男性の育児休業取得を促進するこ
とで何を目指しているのか。

【男女参画・女性活躍推進室長】
男性が育児休業を取得することで、配偶者である女性の
仕事と育児の両立が可能となり、女性のキャリア形成の
後押しになると考えており、男性の家事・育児への参画と、
女性の社会における活躍の双方を推進することで、男女
が性別にかかわりなく個性と能力を発揮できる男女共同
参画社会の実現を目指している。

【質問】当然男性の育児休業には企業の理解も重要であり、環境
整備や収入の面で、どのような支援を行っているのか。

【男女参画・女性活躍推進室長】
長崎労働局と連携し、企業向けに『男性の育休取得セミ
ナー』を開催するなど、職場の理解を促進するとともに、
経済的支援では、雇用保険から育児休業給付金が支給さ
れ、また、育児休業期間中は社会保険料が免除されるた
め、手取り賃金は休業前の80％程度が支給される。

中村　泰輔

農
水

経
済

委
員
会

＜産業労働部＞
　コロナ禍にも関わらず倒産件数が激増していないのは、国
や地方からの融資が手厚いからと言われています。今回、借
換需要の増加等に対応するため融資枠拡大に必要な無利子
預託を増加します。来年も６月から返済が始まることから、
私といたしましても、アンテナを張って県内経済の動向を注
視するよう求めました。
＜水産部＞
　燃料費や電気代の高騰のため、漁業者も大きな影響を受け
ております。緊急対策として、発泡スチロール箱と氷代につ
いて、販売量に応じて費用負担を行います。
＜農林部＞
　肥料価格高騰の中、肥料コスト低減のため堆肥ペレット製
造に必要な機械の導入を支援します。今回は補助対象が西海
市地域となるため、今後県下が一様に受益を得られるように、
県が主導して堆肥ペレットを配分するよう求めました。

坂本　浩

文
教

厚
生

委
員
会

　文教厚生委員会では、議案（補正予算、条例改正）や所管事
項について、県の考えや取り組みを質しました。２点を報告し
ます。
【定年延長にともなう条例改正】
定年退職年令を2023年度から2032年度にかけて、2年に1
才ずつ引き上げ65才定年制とするものです。新たに導入する
「定年前再任用短時間勤務制」や賃金7割措置（60才時点）な
どの課題を質すとともに、65才まで安心して働き続けられる
環境づくりを求めました。

【学校給食の公会計化・無償化】
まだ7市が公会計化できていない。システム構築が課題。無償
化は5市町で全額または一部補助を実施。学校給食法と予算
措置（46億円必要）を理由に消極的でした。無償化は全国的
に進んでおり教育の一環として進めるべき。無償化すれば公
会計化のためのシステム構築は必要ない、と求めました。

【質問】『みんなで取り組む災害に強い長崎県づくり条例』の趣
旨に基づき、弁護士会等８つの団体で構成される長崎
専門職団体連絡協議会より、有事における被災者から
の多岐にわたる相談に、総合的に対応できるように協
定の締結が提案されているが、その内容はどのような
ものか。

【答弁】被災した地域の住民から、不動産登記や相続等、多様
な相談が想定されるので、被災した市町、もしくは県か
ら協議会に対し、相談に対応できる専門家の派遣を要
請し、協議会が各団体に連絡を行い、対応いただくこと
を想定している。

【質問】費用負担は
【答弁】無償でおこなっていただく。
【質問】協定の効力はいつからか
【答弁】10月中旬に協定締結予定しており、以後効力が発生する。

引き続き、県民のいのちを守る様々な取り組みをおこ
なって参ります。


